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研究成果の概要（和文）：2009年1月から2018年12月までに診断を受けた患者で2019年3月におけるQOLを手術例
と非手術例に分けて検討した。手術例は若年または高齢、胸部大動脈または腹部大動脈、待期手術または緊急手
術群に分類した。さらに手術を希望する年齢制限の質問を行った。結論：手術希望年限においてはほぼすべての
年齢群で上限はなく、条件として自身の身体的活動度に依存する返答が多かった。従って８０歳以上の高齢者胸
部緊急手術では術後の身体機能低下がQOLに影響を与えるため、個々の患者の術前状態を加味して術式を決定す
る必要がある。しかし手術によるQOLへの影響は大きくないと判断できる。

研究成果の概要（英文）：We performed risk assessment and feasibility assessment in  elderly patients
 undergoing  surgery for aorti caneurysm. In patients who underwent aortic surgery between 2009 and 
2018, the patients were survayed in terms of postoperative QOL (SF-36) and the age limitation (the 
oldest age that the patients want to have surgery) by a questionale method. <Results> The patients 
are thinking that there is no limitaion of age in undergoing aortic surgery as long as they can keep
 physical activities after surgery. The patients older than 80 years old had poorer QOL (physical 
factor) compared with younger patients refardless of conditions with or without underging aortic 
surgery. <Conclusion> Aortic surgery seems to have no harmful effects on postoperative QOL in 
elderly patients compared with elderly patients who did not have aortic surgery.  

研究分野：心臓血管外科学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
大動脈手術においては全ての年齢群で希望年限に上限はなく、自身の身体的活動度に依存する返答（体力維持が
可能な時期、立位歩行が可能な時期）であった。また年齢を経ることにより、家人との金銭、身体的負担を強い
ることを懸念したり、自己判断ではなく家人と相談という返答も認められた。また医学的知識がないため判断材
料は少なく、医師の判断に任せるという意見も少なからず認められ、手術介入の判断の困難さが浮き彫りとなっ
た。手術介入による術後QOLの低下は、手術を受けない加齢によるQOLの低下と差が認められず、現時点における
大動脈手術の影響は大きくないと推察され、医学的見地から決定することが妥当と考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、人口構成の高齢化ととともに、動脈硬化性疾患（特に大動脈疾患）に対する手術が増

加してきている。大動脈瘤疾患は未破裂時ではほぼ無症状に経過するが、破裂が生じると生命

予後を著しく悪化させる重症疾患である。したがって多くの大動脈瘤患者に対しては、破裂の

予防を目的として未破裂時に手術を薦め施行している。近年はステントグラフト治療が増加し

てきているが、分枝動脈の位置や瘤の形状により適応外となる症例は少なくなく、多くは従来

通りの開胸または開腹による手術を余儀なくされている。通常の大動脈瘤手術は全身麻酔下で、

時に体外循環、心停止、選択的脳灌流などが加わる侵襲の大きな術式であり、そのために周術

期に生命にかかわる合併症が生じたり、術後の長期臥床によって身体機能が低下し、退院後に

おいても生活の質（QOL, Quality of Life）が著しく損なわれる患者が認められる。我々の今

までの検討から、特に８０歳を超える高齢患者では、身体機能の QOL が著しく低下し、術前の

生活レベルからかけ離れた余生を余儀なくされる場合がある（図１）。これは、より高齢になれ

ば手術によって生命予後を担保する意義が低下するため、術後 QOL の点から、高齢者では手術

を「受ける」より「受けない」ほうが正しい選択となる可能性があることを意味する。我が国

のような高齢化社会では、高齢者の QOL 維持は、要介護人口を抑える点で重要であり、昨今の

国民医療費増大の点からも重要な課題である。 

  

（図１）SF-36®による術後遠隔期の身体機能の成績 全年齢を通じた国民標準値が 50である。

年齢が高くなるに従い身体機能の数値がどの疾患でも低下していく。SF-36®については「研究

計画・方法」の項を参照。 

最近の統計によると秋田県は高齢化率が全国第一位（29.7% 平成 23年 内閣府）であること

より、術後 QOL の点から高齢者の大動脈治療の適応を検討するのに他の自治体よりも適してい

る。ここでの医療人と患者・家族の間で決められた方針は、高齢化社会および高齢医療で問題

を抱える他国の参考になると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は秋田県における（１）年齢別有病率調査、（２）大動脈瘤疾患を有する高齢者

の治療に関する意識調査、（３）手術症例と非手術症例の予後調査を行い、最終的に大動脈瘤手

術の適応限界年齢に関し国民的コンセンサスが得られ、非手術による経過観察中の破裂死亡に

法的な妥当性が与えられるような結論を求めることである。 
 
３．研究の方法 
（１） 年齢別の大動脈瘤有病率を調査する。 

秋田県の全県にわたる有病率調査を行うため、県内の循環器を扱う全病院に文書による問い

合わせを行い、大動脈瘤疾患で経過観察（または入院）している未手術患者数と各患者の年齢



および病態（瘤の部位、大きさ、形状）の情報を把握する。 

（２） 大動脈瘤疾患を有する高齢者の治療に関する本人と家族の意識調査、 

秋田県の未手術大動脈瘤患者と家族に、アンケートまたは個別訪問によって、患者の病態と

手術のリスクを説明し、本人と家族の意見を聞く。未手術における QOL 調査を行う。 

（３） 手術症例と非手術症例の予後調査 

 秋田大学心臓血管外科および関連施設において手術を受けた患者とその家族に対して、アン

ケートまたは個別訪問によって、生存の有無と QOL 調査を行う。 

これらの結果より年齢別の大動脈瘤の外科治療に対する意識、術前 QOL、術後生存率、術後

QOL を総合的に検討し、非手術的に余生を過ごすほうが正しいと推奨できる「適応限界年齢」

を決定する。 

（１）2001年4月から2010年3月までの大動脈手術例を７９歳以下の若年（Y）と８０歳以上の超

高齢（O）に分類し、各々の胸部大動脈手術（T）と腹部大動脈手術（A）における待期（EL）群

と緊急（EM）群の術後死亡率と術後QOL分析を比較する。（２）2009年1月から2018年12月までに

診断を受けた患者で2019年3月におけるQOLを手術例と非手術例に分けて検討した。Y-T-EL群:若

年・胸部・待期手術、Y-T-EM群：若年・胸部・緊急手術、Y-A-EL群:若年・腹部・待期手術、Y-A-EM

群：若年・腹部・緊急手術、O-T-EL群:高齢・胸部・待期手術、O-T-EM群:高齢・胸部・緊急手術、

O-A-EL群:高齢・腹部・待期手術、O-A-EM群：高齢・腹部・緊急手術。さらに手術を希望する年

齢制限の質問を行った。 

＜SF-36®に関する説明＞ 

SF-36®は健康関連 QOL（HRQOL: Health Related Quality of Life）を測定するための評価用

尺度として米国で開発され、様々な疾患患者や健康人の QOL 測定や、それらの横断的な評価が

可能とされている。現在、130 カ国語以上に翻訳され国際的に広く使用されており、コンピュ

ーターソフト（SF-36v2™）として使える。SF-36 を構成する健康概念として図２のように８因

子が設定されており、図３のような項目内容となっている。その一つである身体機能因子では、

さらに細かな項目について困難性を点数化するようになっており（図４）、コンピューターソフ

トによる計算によってスコアが算出されるが、標準化することによって、世界的な比較、別疾

患との比較などが可能となる。標準化とは、日本人の標準値が 50、標準偏差を 10 とした時の

各患者の数値が各因子ごとに算出される（図５）。 

   

図２ SF-36 を構成する８因子(健康概念)     図３ ８因子の質問項目 

 



 

図４ 身体機能因子の質問の詳細（上記のそれぞれの項目について１～３までの点数化を行う） 

 
図５ 各因子の算出例（左は標準化前、右は標準化後） 

 

４．研究成果 

結果１：（１）病院死亡はY-T-EL群0例（0%）、Y-T-EM群0例（0%）、Y-A-EL群1例（0.8%）、Y-A-EM

群6例（23.1%）、O-T-EL群0例（0%）、OT-EM群１例（5.8%）、O-A-EL群2例（7.4%）、O-A-EM群

１例（9.1%）であった。SF-36のスコアをY-EL群、Y-EM群、O-EL群、O-EM群で比較すると身体機

能は各々31.4±19.8、26.3±20.9、31.6±17.4、-2.6±8.1で超高齢緊急例で有意に低く、心の

健康は各々49.0±11.1、48.7±9.2、50.8±9.8、40.1±10.1で全群が国民標準に近かった。（２）

非手術例と手術例の身体機能は各々35.8±23.1、37.1±18.6、心の健康は各々51.7±11.0、50.9

±10.3で両群に差はなかった。 

結果２：手術希望年限においてはほぼすべての年齢群で上限はなく、条件として自身の身体的

活動度に依存する返答が多く、体力維持ができている間あるいは立位歩行ができる間などであ

った。また年齢を経ることにより、家人との金銭、身体的負担を強いることを懸念する発言も

増加し、自己での判断ではなく家人と相談という返答も認められた。ただ、医学的知識がない

ことによって判断材料は少なく、少なからず医師の判断に任せるという意見も認められ、手術

介入の判断の困難さが浮き彫りになる結果となった。 

結論：手術希望年限においてはほぼすべての年齢群で上限はなく、条件として自身の身体的活動

度に依存する返答が多かった。従って８０歳以上の高齢者胸部緊急手術では術後の身体機能低下

がQOLに影響を与えるため、個々の患者の術前状態を加味して術式を決定する必要がある。しか

し手術によるQOLへの影響は大きくないと判断できる。 
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